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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期

第３四半期
連結累計期間

第62期
第３四半期
連結累計期間

第61期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　12月31日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　12月31日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （百万円） 101,855 106,614 138,150

経常利益 （百万円） 13,212 13,689 16,750

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 7,948 8,380 9,510

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 14,239 6,651 14,019

純資産額 （百万円） 75,154 78,532 74,786

総資産額 （百万円） 159,314 158,586 156,443

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 164.67 173.04 197.00

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 41.7 44.4 42.2

 

回次
第61期

第３四半期
連結会計期間

第62期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自平成26年
　10月１日
至平成26年
　12月31日

自平成27年
　10月１日
至平成27年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 72.24 45.53

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期

連結累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」と

しております。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間における世界経済情勢は、米国では堅調な経済状況を背景に金融緩和政策を慎重に

転換する判断が示されました。しかし、中国では経済の減速が鮮明となり通貨切下げを余儀なくされ、アジア新興

国でも景気の低迷が続きました。欧州では引き続き金融緩和を継続し景気への後押しを図っていますが緩慢な成長

ペースにとどまっています。原油価格の低迷で資源国の経済も鈍化しており、総じて不透明感が高まる状況となり

ました。

一方、日本では企業業績の緩やかな回復は持続していますが、世界経済における不透明感の高まりから景況感

にやや翳りがでる状況となりました。

このような経済環境のもと、当社事業においても第３四半期に入りやや減速感がみられるようになりました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,066億14百万円（前年同期比4.7％増）、営業利益は117億91

百万円（前年同期比10.0％増）、経常利益は136億89百万円（前年同期比3.6％増）、親会社株主に帰属する四半期

純利益は83億80百万円（前年同期比5.4％増）となりました。

 

セグメント別の事業状況は次のとおりであります。

[自動車・建設機械業界向け事業]

当事業は、建設機械向け製品の販売は中国市場の低迷を主因に伸び悩みましたが、自動車向け製品の販売が北米

を中心に堅調に推移したことにより、当セグメントの売上高は637億78百万円（前年同期比0.8％増）となりまし

た。営業利益は63億１百万円（前年同期比14.7％減）となりました。

[一般産業機械業界向け事業]

当事業は、国内・海外での販売が堅調に推移したことから、当セグメントの売上高は249億75百万円（前年同期

比3.6％増）、営業利益は28億９百万円（前年同期比65.1％増）となりました。

[舶用業界向け事業]

当事業は、交換部品需要が第３四半期に入り減速感を強めていることから、当セグメントの売上高は113億37百

万円（前年同期比22.0％増）、営業利益は25億38百万円（前年同期比48.7％増）となりました。

[航空宇宙・光工学業界向け事業]

当事業は、航空宇宙関連製品及び光工学業界向け製品の販売がともに増加したことにより、当セグメントの売上

高は65億22百万円（前年同期比25.9％増）、営業利益は１億19百万円（前年同期は営業損失94百万円）となりまし

た。

 

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

（３）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は12億36百万円であります。なお、当

第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

EDINET提出書類

イーグル工業株式会社(E01414)

四半期報告書

 3/17



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月12日）

上場金融商品取
引所名又は登録
認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 49,757,821 49,757,821
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら

制限のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株でありま

す。

計 49,757,821 49,757,821 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 49,757,821 － 10,490 － 11,337

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

EDINET提出書類

イーグル工業株式会社(E01414)

四半期報告書

 4/17



（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載できないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

1,080,200
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

48,611,700
486,117 －

単元未満株式
普通株式

65,921
－ －

発行済株式総数 49,757,821 － －

総株主の議決権 － 486,117 －

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

イーグル工業株式会社
東京都港区芝大門
１－12－15

1,080,200 － 1,080,200 2.17

計 － 1,080,200 － 1,080,200 2.17

（注）当第３四半期会計期間末の自己株式は1,080,744株となっております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人日本橋事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 20,262 21,588

受取手形及び売掛金 30,964 ※２ 29,192

電子記録債権 1,529 1,644

商品及び製品 4,975 5,086

仕掛品 7,355 7,907

原材料及び貯蔵品 5,804 5,605

その他 7,557 6,709

貸倒引当金 △159 △112

流動資産合計 78,289 77,620

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 18,953 19,075

機械装置及び運搬具（純額） 17,793 18,717

その他（純額） 10,144 10,898

有形固定資産合計 46,892 48,691

無形固定資産   

のれん 4,331 3,802

その他 1,899 2,543

無形固定資産合計 6,231 6,345

投資その他の資産   

投資有価証券 19,924 21,152

その他 5,360 5,029

貸倒引当金 △254 △253

投資その他の資産合計 25,030 25,928

固定資産合計 78,154 80,966

資産合計 156,443 158,586
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 8,235 7,589

電子記録債務 1,456 6,852

短期借入金 12,609 17,353

未払法人税等 3,052 2,446

賞与引当金 2,060 1,356

その他の引当金 369 205

その他 19,718 11,993

流動負債合計 47,502 47,796

固定負債   

長期借入金 20,907 19,796

引当金 322 336

退職給付に係る負債 11,562 11,309

その他 1,362 815

固定負債合計 34,154 32,258

負債合計 81,657 80,054

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,490 10,490

資本剰余金 11,503 11,538

利益剰余金 41,821 48,136

自己株式 △940 △793

株主資本合計 62,875 69,371

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 500 522

為替換算調整勘定 4,565 2,110

退職給付に係る調整累計額 △1,922 △1,585

その他の包括利益累計額合計 3,143 1,047

非支配株主持分 8,767 8,113

純資産合計 74,786 78,532

負債純資産合計 156,443 158,586
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 101,855 106,614

売上原価 74,673 77,070

売上総利益 27,181 29,543

販売費及び一般管理費 16,462 17,751

営業利益 10,719 11,791

営業外収益   

受取利息 291 239

受取配当金 76 25

持分法による投資利益 1,619 608

為替差益 817 295

その他 645 1,315

営業外収益合計 3,449 2,484

営業外費用   

支払利息 490 361

寄付金 114 100

製品補償費 231 －

その他 119 124

営業外費用合計 956 586

経常利益 13,212 13,689

特別利益   

固定資産売却益 37 8

負ののれん発生益 18 －

その他 0 －

特別利益合計 55 8

特別損失   

固定資産売却損 34 8

固定資産除却損 84 63

その他 21 －

特別損失合計 140 71

税金等調整前四半期純利益 13,127 13,626

法人税等 4,444 4,474

四半期純利益 8,683 9,151

非支配株主に帰属する四半期純利益 734 771

親会社株主に帰属する四半期純利益 7,948 8,380
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 8,683 9,151

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 177 49

為替換算調整勘定 4,247 △2,469

退職給付に係る調整額 267 334

持分法適用会社に対する持分相当額 863 △415

その他の包括利益合計 5,556 △2,500

四半期包括利益 14,239 6,651

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 12,836 6,284

非支配株主に係る四半期包括利益 1,402 366
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１．受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 886百万円 811百万円

 

 

※２．四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日で

したが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額

は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形 －百万円 253百万円

受取手形裏書譲渡高 － 71

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

減価償却費 4,305百万円 5,207百万円

のれんの償却額 461 516

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年12月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日

定時株主総会
普通株式 876 18.0 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金

平成26年11月11日

取締役会
普通株式 730 15.0 平成26年９月30日 平成26年12月４日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日

定時株主総会
普通株式 1,216 25.0 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金

平成27年11月10日

取締役会
普通株式 973 20.0 平成27年９月30日 平成27年12月３日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 

自動車・建

設機械業界

向け事業

一般産業

機械業界

向け事業

舶用業界

向け事業

航空宇

宙・光工

学業界向

け事業

合計 調整額

四半期連

結損益計算

書計上額

売上高        

外部顧客への売上高 63,268 24,114 9,289 5,181 101,855 － 101,855

セグメント間の内部売上高

又は振替高
235 119 2 0 358 △358 －

計 63,504 24,234 9,291 5,182 102,213 △358 101,855

セグメント利益又は損失（△） 7,388 1,701 1,707 △94 10,702 16 10,719

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額16百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 

自動車・建

設機械業界

向け事業

一般産業

機械業界

向け事業

舶用業界

向け事業

航空宇

宙・光工

学業界向

け事業

合計 調整額

四半期連

結損益計算

書計上額

売上高        

外部顧客への売上高 63,778 24,975 11,337 6,522 106,614 － 106,614

セグメント間の内部売上高

又は振替高
123 106 15 1 246 △246 －

計 63,902 25,081 11,353 6,524 106,861 △246 106,614

セグメント利益 6,301 2,809 2,538 119 11,769 22 11,791

（注）１．セグメント利益の調整額22百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 164円67銭 173円04銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
7,948 8,380

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
7,948 8,380

普通株式の期中平均株式数（千株） 48,266 48,430

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

（「従業員持株ＥＳＯＰ信託」の導入及び第三者割当による自己株式の処分について）

当社は、平成28年２月１日開催の取締役会において、当社の中長期的な企業価値を高めることを目的として、

従業員インセンティブ・プラン「従業員持株ＥＳＯＰ信託」（以下「ＥＳＯＰ信託」といいます。）の導入を決

議いたしました。

１．ＥＳＯＰ信託導入の目的

当社グループ従業員の当社の業績や株価への意識を高めることにより、業績向上を目指した業務遂行を一層

促進するとともに、中長期的な企業価値向上を図ること及び福利厚生制度の拡充を目的として、ＥＳＯＰ信託

を導入いたします。

２．ＥＳＯＰ信託の概要

ＥＳＯＰ信託とは、米国のＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership Plan）制度を参考に、従業員持株会の仕

組みを応用した信託型の従業員インセンティブ・プランであり、当社株式を活用した従業員の財産形成を促進

する貯蓄制度の拡充（福利厚生制度の拡充）を図る目的を有するものをいいます。

当社が「イーグル工業持株会」（以下「本持株会」といいます。）に加入する当社グループ従業員のうち、

一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は今後約５年間にわたり本持株会が取得する

と見込まれる数の当社株式を、当社から一括して取得します。

その後、当該信託は、当社株式を毎月一定日に本持株会に売却します。信託終了時に、株価の上昇により信

託収益がある場合には、受益者たる当社グループ従業員の拠出割合に応じて金銭が分配されます。株価の下落

により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、金銭消費貸借契約の保証条項に基づき、当社が銀

行に対して一括して弁済するため、当社グループ従業員の追加負担はありません。

 

なお、ＥＳＯＰ信託の導入に伴い、当社が保有する自己株式1,080,283株（平成27年９月30日現在。但し、平

成27年10月１日以降の単元未満株式の買取り分は含んでおりません。）のうち411,600株（805百万円）をＥＳＯ

Ｐ信託に対して処分することを同時に決議いたしました。
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３．信託契約の内容

（１）信託の種類　　　　　特定単独運用の金銭信託（他益信託）

（２）信託の目的　　　　　本持株会に対する当社株式の安定的・継続的な供給及び受益者要件を充足する当

社グループ従業員に対する福利厚生制度の拡充

（３）委託者　　　　　　　当社

（４）受託者　　　　　　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（共同受託者　日本マスタートラスト信託銀行株式会社）

（５）受益者　　　　　　　本持株会に加入する当社グループ従業員のうち一定の要件を充足する者

（一定の要件を満たす退職者を含みます。）

（６）信託管理人　　　　　当社と利害関係のない第三者（公認会計士）

（７）信託契約日　　　　　平成28年２月19日

（８）信託の期間　　　　　平成28年２月19日～平成33年１月19日（予定）

（９）議決権行使　　　　　受託者は、本持株会の議決権行使状況を反映した信託管理人の指図に従い、当社

株式の議決権を行使します。

（10）取得株式の種類　　　当社普通株式

（11）取得株式の総額　　　805,912,800円

（12）株式の取得方法　　　当社自己株式の第三者割当により取得

 

４．自己株式の処分の概要

（１）処分期日　　　　　　平成28年２月24日

（２）処分株式数　　　　　411,600株

（３）処分価額　　　　　　１株につき1,958円

（４）資金調達の額　　　　805,912,800円

（５）処分方法　　　　　　第三者割当による処分

（６）処分先　　　　　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）

（７）その他　　　　　　　本自己株式処分については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件といた

します。

 

 

２【その他】

平成27年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額………………………973百万円

（ロ）１株当たりの金額……………………………………20.0円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成27年12月３日

（注）平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月12日

イーグル工業株式会社

取締役会　御中

 

監査法人日本橋事務所

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 渡邉　均　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 矢島　賢一　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイーグル工業株

式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から

平成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、イーグル工業株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が四半期連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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